
 

令和６年度 大学教育再生戦略推進費 

高度医療人材養成拠点形成事業（高度な臨床・研究能力を有する医師養成） 

審査要項 

 

 １．審査体制  

 

（１）委員会  

○ 本事業においては、外部有識者・専門家からなる「高度医療人材養成拠点形成事業

推進委員会」（以下、「委員会」という。）が審査のうえ決定した選定候補を文部科学

省に推薦し、文部科学省が選定事業を決定する。 

○ 委員会では、事業の実現可能性、大学教育改革を推進する上でのマネジメント性及

び地域・社会との連携等、幅広い視点で総合的な見地から先駆的な事業の選定・評価

を審議する。 

○ 委員会の下に、書面審査を行う「ペーパーレフェリー（専門委員）」を置くことが

できる。 

 

（２）委員 

 ○ 委員会委員及び専門委員（以下「委員等」という。）の氏名は、選定後に公表する。 

 ○ 委員等は、審査の過程で知り得た個人情報及び申請大学の審査内容に係る情報につ

いては、外部に漏らしてはならない。 

○ 委員等は、申請のあった大学（連携校も含む）から何らかの不公正な働きかけがあ

った場合には、必ず事務局へ申し出なければならない。 

 

（３）利害関係の報告・排除 

○ 委員等は、以下①及び②に該当する利害関係がある場合は、審査開始までに書面で

事務局に申し出なければならず、事務局は下記に従って処理するものとする。 

① 申請大学（連携校も含む）との関係が「利害関係者の範囲」に該当する場合、

当該委員等は、利害関係を有している申請大学（連携校も含む）の審査から外れ

なければならず、委員会においても当該事案に関する個別審議については加わら

ないこととする。 

利害関係者の範囲は次のように定める。 

ア．過去３年以内に専任又は兼任として在籍した場合 

イ．過去３年以内に学外委員等で大学の運営に関わる職に就任した場合 

ウ．申請のあった事業に何らかの形で委員が参画する場合 

エ．その他、中立、公正に審査を行うことが困難であると判断される場合 

② それ以外の関係性を有している場合、委員等は、「利害関係者の範囲」に該当し 

ていなくても、申請大学（連携校も含む）との間に社会通念上疑義を生じさせる

関係性（※）を有している場合も、その審査から外れなければならず、委員会に

おいても当該事案に関する個別審議については加わらないこととする。 

※例えば、委員等自身が事業責任者や事業の実施担当者との関係において、 

次に掲げるものに該当すると自ら判断する場合 

 



・親族若しくはそれと同等の親密な個人的関係 

・緊密な共同研究を行う関係 

・密接な師弟関係若しくは直接的な雇用関係  等 

 

（４）委員等の再選定 

○ 委員等が審査から外れることによって２名以下で審査しなければならない場合は、

審査の公正性が担保できないことから、委員等の再選定を行う。 

 

 ２．審査手順   

 

（１）書面審査 

○ 書面審査は、各大学から提出された申請書をもとに、委員等が分担して行う。なお、

客観性や公平性、多面性を確保するため、書面審査は１事業につき複数名（３名程度）

で行う。 

○ 書面審査では、「審査の観点」及び委員会が必要に応じ別に定める評価方法等に 

基づいて評価書を作成する。 

 

（２）面接審査 

○ 面接審査は、書面審査の結果や申請件数を踏まえて実施の有無を判断し、実施の 

場合には委員会が別に定める方法により実施する。 

 

（３）合議審査 

○ 委員会は、書面審査結果及び面接審査結果（実施の場合）を参考に、合議審査に 

より、文部科学省に推薦する選定候補を決定する。 

○ 選定にあたっては、採択大学の地域、設置主体（国公私立）のバランスのほか、 

事業における医学分野や地域における拠点としての位置づけ等のバランスを考慮する

場合がある。 

 

 ＜審査の流れ（イメージ）＞ 

 

公募要領・審査要項の決定（委員会） 

⇓ 

書面審査（委員会） 

⇓ 

面接審査（委員会）※必要に応じて実施 

⇓ 

書面審査及び面接審査の結果に基づき、 

合議審査により選定候補を決定（委員会） 

⇓ 

選定事業を決定（文部科学省） 

 



３．審査の観点 

 申請書が公募要領に示された内容を満たしていることを確認した上で、下記の観点を 

参考に、事業の構想が優れているか、拠点として当該地域における医学分野を先導する役

割を担うことができるか（地域におけるバランスを重視）【タイプＡ】、提案された診療領

域の体制を強化することで、その領域の臨床研究の拠点を担うことができるか【タイプ

Ｂ】、実現可能性の高い計画や実施体制となっているかについて審査する。 

 

１．事業の構想 

（１）国際レベルの臨床研究の推進 → 【様式１】の１（１）、（２） 

○推進しようとする臨床研究分野が明確であり、これまでの実績を活かして、国際  

レベルの臨床研究を推進する計画となっているか。 

○国際レベルの臨床研究を推進するための体制整備が妥当か。 

 

（２）予算の活用計画 → 【様式１】の１（２） 

○医学生や大学院生等に対する支援措置の方策は妥当か。 

○教育・研究支援者の配置計画や支援内容は妥当か。 

 

（３）人材養成 → 【様式１】の１（３） 

○医学生や大学院生等の若手研究者の研究力を高めるための方策が優れているか。 

（特に【タイプＡ】については、臨床と基礎分野の連携の充実が期待できるか。） 

 

（４）達成目標・アウトプット・アウトカム（評価指標） →【様式１】の１（４）（５） 

 ○事業の成果としてふさわしい達成目標・評価指標が明確に示され、その成果が見込

まれるか（達成が容易な目標が設定されていないか。）。 

  【必須指標】 

  （アウトプット） 

◆診療参加型臨床実習の充実（協力医療機関の増加や、教育支援者の配置など） 

◆事業でＴＡ・ＲＡ、ＳＡを担う学生数 

◆事業で雇用する教育・研究支援者数 

  （アウトカム） 

◆医学生の医行為の経験率 

◆臨床研究論文数 

◆大学病院医師の研究時間 

◆医学系大学院生数 

 

（５）診療参加型臨床実習 →【様式１】の１（５） 

 ○診療参加型臨床実習の充実が期待できるか。 

 

２．拠点大学としての役割 →【様式１】の２ 

 ○臨床研究について、他の大学や研究者、企業等の事業機関をけん引することが期待

できるか。 

○医療情報等の研究データ等を共有する取組が進展することが見込まれるか。 

○事業の成果を他大学等に普及させるための取組（情報発信等）が計画され、効果が

期待できるか。 



 

３．医師の働き方改革への取組 → 【様式１】の３ 

  ○医師の時間外・休日労働の上限規制を踏まえ、医師の教育・研究時間の確保に資す

る取組となっているか。 

 

４．事業の運営体制 → 【様式１】の４ 

○学長又は部局長等をトップに、関係する学内外の組織や教職員が密接に連携し、  

事業を実現できる実施体制となっているか。 

○新たな診断・治療法・医薬品・医療機器の開発を見据え、他の大学、医療機関、    

研究所、製薬企業、医療機器メーカー等と連携した体制となっているか。 

 

５．事業の継続に関する計画 → 【様式１】の５ 

○補助期間終了後の取組の継続に関する具体的な計画が示されているか。 

 

６．年度別の計画 → 【様式１】の６ 

  ○年度別の計画が具体的で、事業の構想との整合性が図られており、妥当であるか。 

 

７．補助金申請予定額 → 【様式１】の７、【様式２】 

○申請経費の内容は、計画に照らして妥当かつ効果的であり、無駄がないか。 

○補助期間内を通して取組の水準や規模を維持しつつ、事業計画を遂行することが 

見込めるものとなっているか。 

 

４．審査基準 

 

（１） 書面審査 

○ 書面審査においては、上記の観点ごとに審査を行い、表１の区分により判断する。 

（表１）書面審査における評定区分（項目別評価） 

評定区分 評定基準 

a 非常に優れている 

b 妥当である 

c やや不十分である 

d 不十分である 

 

○ また、項目別評価を踏まえ、表２の区分により総合評価を判断することとする。 

（表２）書面審査における評価区分（総合評価） 

評定区分 評定基準 

Ａ（３点） 選定すべき 

Ｂ（２点） 不十分な点は一部あるが、選定してもよい 

Ｃ（１点） 不十分な点がかなりあり、選定することは難しい 

Ｄ（０点） 選定すべきではない 

 



（２） 面接審査 

○ 委員会において、面接審査の対象校（書面審査の結果、委員会において選定・不選

定のボーダーラインにあると判断された数大学）に対し、書面審査の結果も参考にヒ

アリングを行い、表３の区分により判断する。 

○ 面接審査の詳細については、対象校に別途連絡する。 

（表３）面接審査における評価区分 

評定区分 評定基準 

Ａ（３点） 選定すべき 

Ｂ（２点） 不十分な点は一部あるが、選定してもよい 

Ｃ（１点） 不十分な点がかなりあり、選定することは難しい 

Ｄ（０点） 選定すべきではない 

 

（３） 合議審査 

○ 委員会において、書面審査及び面接審査の結果を参考に、合議審査により表４の区

分により選定候補事業を決定する。 

（表４）合議審査における評価区分 

評定区分 評定基準 

○ 選定候補事業として決定する 

× 選定候補事業として決定しない 

 


